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要約 

 

ゴミ手数料有料化は、資源ゴミをリサイクルするインセンティブにはならな

いということが示された。本稿では、東京都および千葉県の市部を対象に、世

帯レベルのごみ排出行動などを調査した『世帯のゴミの排出・エネルギー消費

に関するアンケート』をもとにごみ処理費用有料化の影響について順序プロビ

ットモデルを用いて分析する。そして、分析を基に、①指定袋制、②品目別回

収の効果について言及し、現在行われている廃棄物行政を評価する。。 
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家計のリサイクル行動の決定要素：リサイクル諸政策の資源別影響分析 

 

一橋大学国際･公共政策大学院２年 平和弘亘 

２００７年７月 

 

 

 

 

１：はじめに 

 

最終処分場の残存容量逼迫などを背景に対策が急がれるごみ問題について、２００５年５月、

環境省は家庭ごみの減量のため、「自治体は指定袋を活用した有料化を推進すべきである」との

方針を明確化した。一般廃棄物の約 7 割を占め、事業系ごみに比べ減量化の進みが鈍い家庭ご

みに対策を講じたものだ。  

指定袋を用いた家庭ごみの有料化では、自治体が指定したごみ袋の使用を家庭に義務付け、

その価格に処理手数料を上乗せして徴収する。これにより排出量に応じた費用を家庭に負担さ

せ、ごみの排出抑制に経済的インセンティブを与える仕組みである。これら従量制と呼ばれる

ごみ有料化については、これまで多くの研究や分析が行われてきた。おおむねごみ減量効果を

認める報告が多いが、指定ごみ袋の価格水準による減量の程度（価格弾力性）は限定的である

と指摘するものも目立つ。例えば、碓井(2004)では-0.082、Kinnaman and Fullerton(2000)で

は-0.28 といった低い価格弾力性の値が報告されている。  

程度の減量を指定袋の価格引き上げだけで実現するのは難しい。減量目標達成のためと大幅

に価格を引き上げることは、家庭によるごみの不法投棄や自家焼却などの不法処理を誘発する

危険性もはらむ。ごみ処理手数料の有料化やその価格の引き上げだけによって、より効果的に

ごみの排出抑制を促すにはどうすればよいのか。価格の持つ減量効果（価格弾力性）を引き上

げるような他の政策のあり方など、制度全体としての機能的な枠組みについて、十分な検討が

求められている。  

そこで本研究では、リサイクル行動に影響する政策は何であるかということを明らかにし、

ゴミ処理手数料の有料化やその価格の引き上げだけによって、より効果的にゴミの排出抑制を

促すにはどうすればいいか明らかにしたい。  
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以上の背景を踏まえ、本研究では、今後も全国的に普及が進むと見られる指定袋制の家庭ごみ

有料化を取り上げる。そこで期待されるごみ減量効果の程度を、価格弾力性の推計を通して計

測する。その際、どのような政策要因（ごみ袋のサイズ、分別数、収集頻度など）が価格弾力

性に影響を及ぼすかについて明らかにし、有料化のごみ減量効果を引き上げる効果的なごみ政

策の枠組みについて言及する。 

本研究の攻勢は以下の通りである。まず次節で日本の一般廃棄物処理へのゴミの有料化の現

状分析を行い、その定義をしっかりとらえた上で、本研究の方針を定める。ついで第 3 章にお

いて先行研究との関連性を考察する。第 4 章ではモデルの説明を行い、同時に分析に利用する

経済指標の導出手法や解説を行う。そして第 5 章で、実証分析を行う。用いるデータの説明を

したうえで、推定結果を検討する。そして、第 6 章で、本研究で得られた推定家かが持つ意味

について述べ、そこから導かれる具体的政策提言に結びつけた上で、この研究の結論とする。 
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２：一般廃棄物処理へのゴミの有料化の導入 

 

２－１ 一般廃棄物の現状 

  

まず、廃棄物とは、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」、いわゆる廃棄物処理法に基づい

て、自ら利用したり他人に有償で譲り渡すことができないために不要となったものであって、

ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿などの汚染または不要物で、固形計上または液状のも

のを言う2。廃棄物は大きく 2 つに分けられる。同法第 6 条の第 1 項から市町村がその処理に

責任を有する「一般廃棄物」と第 11 条第 1 項から事業者による処理を義務付けた「産業廃棄

物」とに区別される。そこで本論文では、一般廃棄物について取り上げ、一般廃棄物のことを、

ただの「ゴミ」と呼ぶことにする。また、さらに一般廃棄物を「生活系ゴミ」と「事業系ゴミ」

に分けることができるが、本研究で使用するデータにおいては区別することが困難なため、一

般廃棄物を単に「ゴミ」と表現することにする。 

 次に、日本におけるゴミに関する現状について述べると、図２－１－１によると、最新のデ

ータである平成 17 年度実績で、一般廃棄物が 1 年間に約 5273 万トンが排出されており、これ

を 1 人 1 日当たりのゴミ排出量に直すと、1131 グラムになる。また、その推移を見ると、図２

－１－１によると、一般廃棄物は、平成 8 年度から平成 12 年度まで増加していたが、平成 12

年度の 5483 万トンをピークに徐々に減少し、平成 17 年度には、5273 万トンまで減少し、平

成 8 年度の水準以下になっている。また、1 人 1 日当たりのゴミの排出量は、平成 8 年度から

平成 12 年度まで増加し、平成 12 年度に 1185 グラムをピークに徐々に減少し、平成 17 年度に

1131 グラムとなり、平成 8 年度の水準よりも低下している。 

 平成 12 年度が最も多かった理由として、環境省は、「平成 13 年度の家電リサイクル法施行

前に、粗大ゴミを駆け込みで捨てるケースが多かったのではないか」と述べている。平成 13

年度の制度改正が、ゴミの排出量に大きな影響を与えたように、ゴミの排出量は大きく変化し

ているが、1 人 1 日当たりゴミの排出量はさほど変化していない。これは、ゴミの排出行動が

景気の変動や、外的な要因を受けているためであると思われる。すなわち、失われた 10 年と

いわれていた頃は、消費の冷え込みが、直接ゴミの排出行動に影響し、総排出量の増加率と人

                                                  
2 平成 18 年度 循環白書 
 ただし、放射性物質及びこれに汚染されたものはこの法律の対象外となっており、ここからは除外される。 
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口の増加率が同じような水準となっているからであると思われる3。ちなみに、バブル景気の頃

は、1 人 1 日当たるゴミの排出量が昭和 60 年の 986 グラムから平成 2 年の 1120 グラムまで急

激な伸びを見せているように、好景気の時はゴミの排出量が増加するということが観測されて

いる。しかし、近年、景気の回復に伴い消費も伸びてきている現在において、ゴミの排出量は

年々低下している。 

  

２－２ ゴミの有料化政策以外の諸政策 

 

（１） 補助金制度 

補助金制度とは、ごみ減量化を促進するための施設や装置について、その費用の一部分を自

治体が補助するものであった。その実例としては、生ゴミ処理機購入に際しる補助金制度とい

うのがある。一定割合の補助金を支給するが、その金額は数万円に及ぶこともある。実際に多

くの自治体が導入している。実際には補助金対策台数が限定されているものの、この制度の普

及により、湿重量比で最も高い比率とされる生ごみによるごみ排出が減少し、カラスなどがご

みをあさるという行為を抑制する効果を発揮しているものと考えられる。 

 

（２） 品目別分別 

品目別分別行動とは、ごみを排出する際に、あらかじめ資源ごみを分けて回収することであ

り、細分化を進め、再資源化されるほど、リサイクル率が上昇するものと考えられ、さらに市

民へのごみ排出に対する意識が高まることで、ごみ減量化につながるものと考えられている。

しかし分別回収を進めるためには、分別された資源ごみの中から、リサイクル・リユースを行

い、再資源化できる市場の整備が不可欠で、また、再資源化する費用のほうが高い場合がある。

埋立地がなくなり、16 種分別して埋め立てごみを減らしている名古屋市も「資源化貧乏」とい

う言葉を使って、リサイクルの大変さを表現している。 

 

（３） 集団回収の推進 

集団回収の推進とは、自治会・町内会、子ども会、老人クラブ、婦人会、PTA 及び各家庭な

どの各種団体の協力を得て、紙類・布類・金属類・ビン類などの資源ごみを一定の場所に集め、

一括して資源回収業者に引き渡すということである。集団回収によって、ゴミの減量化、資源

                                                  
3  
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化を促す効果があると思われる。しかし、集団回収を実施するためには地域内での協力が不可

欠で、情報伝達を常に密接な状態にしていなければならず、単身世帯の多い都市などではその

実施は困難である。 

 

（４） その他の政策 

上記以外にごみの排出量を抑制する政策といえば、ゴミのステーションを減らすことや、収

集回収を減らすことが考えられる。ステーションを減らすことが、以前よりゴミ捨て場まで行

くために時間と労力がかかるので、住民の不効用が増加しゴミを削減するインセンティブが増

加する。また、収集回数を減らすことは、ゴミを家の中にとどめる時間が長くなり、家の中の

スペースの問題からゴミを減らそうとするインセンティブが生じつと考えられる。しかし、上

記に挙げた 2 つの政策は、住民の効用を著しく下げるために、非常に強い意抵抗が考えられる。

有効な政策ではあるが、住民の意向を十分考慮する必要がある。 

 最後に、指定ゴミ袋制について述べる。指定ごみ袋制とは、市がゴミ袋の規格を指定し、半

透明の袋に、市名や減量化行動を訴える PR などを明記することで、ゴミ回収時に安全性を確

保すると共に、分別の徹底や減量化に一役買おうという制度である。指定袋制には次の 2 つの

制度が考えられる。①処理費用が指定ゴミ袋の価格に上乗せされていること、②処理費用が指

定ゴミ袋の価格に上乗せされず、その価格が製造業者や小売店の自由競争により決定され、ゴ

ミ袋の代金が市の歳入にならないことである。②に関しては、各自治体はゴミ袋の価格を業者

に対して指示することができないため、その価格は、製造原価及び流通原価に基づいた一般的

なゴミ袋の価格とほぼ同じになっている。 

 

２－３ ゴミの有料化政策 

２－３－１ 有料化政策の概要 

 

ここで、本題に入る前に、生活系ごみの有料化の定義を明確にしておく。一般に有料化は「家

庭系ごみの排出量に応じて手数料を徴収する制度を導入すること」という意味で用いられるこ

とが多いだろう。しかし、有料化のごみ減量効果や住民意識を分析する上では、手数料の有無

に関係なく、「排出者にとって、ごみを排出するのみいくら費用がかかるか」が重要である。そ

の場合には、手数料を徴収せず、原価程度で販売している有料ごみ袋制度でも、ごみの排出に

費用がかかるようになったのであるから、有料化したと考えるほうが適当な分析である。そこ



 9

で、１）ごみの流れの変化、３）住民意識と合意形成について、検討する。その際には、有料

化を「手数料徴収の有無に関わらず、生活系ごみを排出する量に応じて、自治体によって定め

られた費用を負担しなければならない制度を導入すること」と定義する。一方、２）ごみ処理

の費用負担のあり方、におい手は手数料の有無が重要であるため、前者の定義を用いる。また、

事務系ごみについての有料化については第 4 章で検討する。 

 戦後、市町村による一般廃棄物の処理について、全額、税金に基づく処理が、その大半を占

めていた。その理由として、昭和 20 年代及び 30 年代、ごみの組成が生ごみ中心であったため

に、無料収集による早期かつ円滑にごみ処理を進めていくとこが伝染病を予防し、公衆衛生を

保つ上で役立っているからであった。さらに、無料収集は不法投棄を防ぐ役割を果たしていた

といえる。また、住民サービスのため、収集方法の変化、手数料徴収事務の問題性、社会情勢、

行政区域の変化等が挙げられる。 

 ところが、昭和 40 年代に入ると、高度経済成長によって、人々の生活が豊かになるにつれ

て、ごみの排出量は急増し、さらにプラスティック類の消費の増加によってごみの組成もます

ます複雑になってきた。そのため、昭和 40 年代は、まさしく｢自治体ごみ行政の苦難の自体｣

をされた。 

 そこで、各自治体では、排出抑制の期待から、ごみ処理を有料で行う政策、すなわち「ごみ

有料化政策」の導入が検討されるようになった。「ごみ有料化政策」とは、各自治体が条例を改

正することで実施が可能であり、具体的には、製造原価及び流通原価に加えて、実質的なごみ

処理手数料を含めた形でゴミ袋の価格を自治体が指定する政策のことをいい、90 年代後半から、

導入を実施した自治体が急速に増えている。 

 ここで、有料化とは自治体が現在実施しているごみ有料化政策とは、有料袋制と呼ぶことに

する。その定義は、ごみの焼却や埋め立てにかかる費用の一部について処理手数料としてごみ

袋の価格に上乗せし、ごみ袋の生産・流通・販売の多くを各自治体が管理することで、本論文

で取り上げた「指定ごみ袋制」のメリットに加え、ごみの減量化や住民の負担の公平性を促す

政策のことである。上記で示した有料ごみ袋制とは違い、ごみの処理手数料の一部が各自治体

の歳入の一部となることである。 

 

２－３－２ ごみ処理手数料の徴収方法 

 

 ごみ処理手数料の徴収方法について、環境大臣官房室廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策
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科（平成 17 年）によると、①従量制、②定額制、③多量時の３つのタイプに分かれ、最後に

④無し、となっている。３つのタイプのうち、一般的にごみ排出への抑止効果を与えるという

点で、ごみの減量効果が期待されるのは、①の重要性であると考えられている。また、③の多

量時においても各自治体による排出量に対する基準の設定によっては減量効果がると考えられ

る。しかし、②の定額制は、定額の料金を支払うことで住民の意識の中にごみ排出が正当化さ

れ逆にごみの排出量が増加してしまうという問題がある。 

  

2－3－3 減量したごみの行方 

 ごみの減量はどのようにして達成されるのだろうか。個別の減量行動について推定している

研究は多くあるが、ここではごみの流れの変化を包括的に検討している研究について検討する。

日本では山川・植田（2001）が有料化によるごみの流れの変化を推定している。報告されてい

る 12 誌の数値からは、混入事業系ごみの減量が最も寄与率が大きく、平均 50％、次いで発生

抑制が 21％、生ごみ自家処理 16％、紙ごみ自家焼却は 7％、そして資源回収は 6％となってい

た。（図 2－4） 

 有料化によりごみが減少しているとはいえ、ほとんど減っていない自治体から、約半減して

いる自治体まで、かなりばらつきがある。この減量の程度に影響する要因がわかれば、制度設

計に生かしたり、地域特性に応じて導入の是非を判断することが可能になると考えられる。そ

れではどのような要因が影響しているのだろうか。 

 従来、有料化は、農村部または公害の小規模な自治体で行われており、主に自家処理により

減量したと報告されていたことなどから、都市部でも有料化によってごみが減るのか、という

点が議論になってきた。これまでの日本の研究からは、人口の影響については優位な影響が見

られないものの、持ち家率、平均世帯人員、産業構造との関係からは、土地部では減りにくい

傾向が示唆されている。一方、有料化実施全のごみ量が多いほどごみ減量効果が大きくなる傾

向がみられ、これはごみ量の大きな都市部でむしろ大きく減量する可能性を示している。 

 

2－3－4 ごみの有料化政策によるゴミの減量行動とその問題点 

 

 「有料袋制」に対する家計の対処行動の選択肢としては、山川・福田において、次のことが

あげられている。それは、①リサイクル、②自家処理、③購買抑制、④ごみの少ない商品の購

入、⑤詰め込み、⑥不法投棄、⑦不正規排出である。②の選択肢は近年ダイオキシンの発生が
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懸念されているため、自治体が期待される家計行動としては、①、③および④の選択肢のもと

での行動にあるといえる。しかし、価格を高めに設定しすぎると、⑥及び⑦野選択肢を下に行

動する家計が増加する危険がある。その結果、回収費用や処理費用が逆に高くなる可能性があ

る。さらに、⑥及び⑦に基づく行動を発生させる要因として、各自治体が直面している「地域

特性」が大きく影響している。具体的に、地域特性とは、不法投棄を容易にしてしまう空き地、

山間、川原、側道の有無、自治会・町内会の有無などがある。また、「有料袋制」が未導入な都

市が近隣にある場合、その近隣の都市へのごみの不正規排出（越境問題）が発生すると考えら

れる。 

 そこで、上記の地域特性から発生する⑥及び⑦を防ぐためにも、各自治体は地域住民に対す

る決め細やかな説明を実施することが何より不可欠である。すなわち、地域住民が政策に取り

組んでいく上でインセンティブを持つことのできるように明確かつわかりやすい政策目標を提

示し、その上で実際に政策を導入するような一連の手続きを取ることが不可欠である。また、

有料化がごみ問題・環境問題への関心を高める契機となり、これらも動機として減量行動が促

されることになる。 
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３：先行研究についてモデルの説明 

 

 本研究で取り上げる処理費用の有料化を扱った先行研究は多い。国内の研究を見てみると、

有料化の導入・未導入をダミー変数で表したもの（丸尾・西ヶ谷･落合（1997）、笹尾（2000））、

ごみ処理手数料の水準として袋の価格を明示的に扱ったもの（碓井(2003)、島根・日引(2005)）

の２つに分類できる。これらはどれも、分析に用いるごみ排出量、有料化、および社会属性を

表す各変数について、自治体レベルのデータを用いている。本研究で取り上げる世帯レベルの

データを用いた分析はあまり行われていない。一方、海外の研究に目を転じてみると、家庭ご

み排出の主体である家計の行動を直接知ることができる、世帯レベルのデータを用いた分析が

多く行われている。  

Hong and Adams(1999)では、事前契約制というゴミ袋制とは異なる有料化について、その

代金とごみ排出量・リサイクル量の関係を分析している。その結果、ごみの排出削減とリサイ

クル量促進の効果が見られたが、ごみの減量に関しては微小な効果しか計測されなかった。（弾

力性-0.013）このことから、有料価格の引き上げだけで家計のごみ排出を削減させることは困

難であろうと述べている。 

また、Hong(1999)では有料ゴミ袋を用いた有料化について取り上げ、ごみ排出削減(弾力性

-0.154)とリサイクル促進(弾力性 0.457)の効果を計測している。さらに、２つの弾力性の違い

から、ごみの減量化を目指すなら有料価格の引き上げはリサイクル政策の充実とあわせて行う

必要があると言及している。 

また、Dijkgraaf and Gradus(2004)では、オランダにおいて、重量（weight）、袋(bag)、頻

度(frequently)、体積(volume)という単位を基に有料化したシステムの違いによるゴミ排出削減

への影響を取り上げ、ゴミの種類によってどのシステムを導入したらいいかにおいて研究して

いる。結果として重量システムが最もゴミの削減効果があるとしている。それと共に、環境配

慮ダミーを用いて、環境の意識の違いによって排出行動にどのような影響があるかを分析して

いる。 

 Fullerton and Kinnaman(1996)では、世帯レベルでのデータを用いて、生ごみの量、資源ゴ

ミの量の多さに応じて有料化する政策の影響を推定している。また、不法な詰め込みの行使に

ついての影響を推定している。有料化による効果は、生ゴミを減少させ、資源ごみのリサイク

ル率を高める効果があると言及している。不法な詰め込みに関しては、有料化により、減少し

たという結果が得られたとしている。 
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 Jenkins, Martinez, Palmer, and Podolsky(2003)では、ステーション回収制・各戸回収制、

及び、有料化によるゴミの減量効果の有効の分析している。これら 2 つの回収システムが与え

る影響は、資源ごみの種類によって違うかどうかを限界効果を用いて笑わしている。また、社

会属性を表す変数についての影響についても示している。 

 このように、海外の先行研究において、世帯レベルのデータを用いた研究はく存在している

が、わが国では世帯レベルデータを用いた研究は、ほとんど行われていない。 

これらを鑑みて、本論文の意義は以下のような点に見出すことができる。 

１点目は、家計のゴミ処理費用の有料化、及び、回収システムの有効性についてインプリケ

ーションを与えることである。いくつかの先行研究において、家計のゴミ処理費用の有料化・

回収システムについて研究されているが、わが国のデータを用いることにより、その効果につ

いて述べたい。 

２点目が、有料化の価格4をモデルの中に組み込むことにより、金銭的な効果について回帰分

析で推定することができることである。この回帰分析では、ゴミ指定袋1リットル当たりの価格

に着目して、各世帯が属している自治体の指定袋の価格がゴミの減量効果にどの程度影響を与

えているのかを分析する。 

最後に、わが国の場合、ゴミのリサイクル率の向上に、どんな社会属性を表す変数が影響し

ているかを回帰分析で明らかにすることである。この点にも、本論文の意義があると考える。 

                                                  
4 ゴミ指定袋 1 リットル当たりの価格 



 14

４：モデルの説明 

 

４－１：データに関して 

 

 本論文で使用するデータは、東京都および千葉県の市部を対象に、世帯レベルのごみ排出行

動などを調査した『世帯のゴミの排出・エネルギー消費に関するアンケート』より入手した。

このアンケート調査は、平成18年6月から毎月一回定期的に実施されている。本分析ではその

中から２ヶ月（６月、７月）のアンケート結果を用いてデータを作成した。アンケート調査よ

り得られたサンプルは全部で２２９０(６月実施分１２４０世帯、７月実施分１０５４世帯)。

この中から分析に必要な項目に回答のないものなどを除き、最終的に１０１５のデータを得た。 

 ここで、得られたデータの中の指定袋制を導入している自治体について分析を行う。アンケ

ート調査で対象としている東京都及び、千葉県の各都市部で、アンケート調査では被験者はで

５８の市に住んでいる。各自治体の HP 調査と電話でのヒアリングにより、指定袋のサイズ別

容量、その販売価格についてデータを収集した。 

その結果、調査対象となる５８市中で、４３市（７４％）において指定袋制が実施されてい

た。千葉県では指定袋制を「有料袋制」と「認定袋制」とに区別している自治体がほとんどで

あった。有料袋とは、ゴミの処理費用が袋の価格に上乗せされているが、認定袋とは、ゴミ袋

を生産している業者によって価格が決めている。つまり、その価格は、自由競争によって決ま

るものである。すなわち処理費用が上乗せされていない袋のことを表す。対象で導入されてい

る指定袋制をこの区別で分類してみると、"有料袋制"をとっているのは２６市(６０％)、“認定

袋制”の実施は千葉県のみで、１７市(４０％)であった。 

また、自治体によって販売価格が明確に決められている「有料袋」について1リットルあたり

の価格についても調査した。その結果、0.1円から5.9円の間で幅広く分布しているのがわかる。

その中で、有料袋制を導入している自治体は、0.46～5.9円の間で広く分布している。ただし、

有料袋を導入している自治体のほとんどが、1～2円という水準である。また、東京都の多摩地

域などは、他の自治体と連携して有料化に取り組んでいるということが分かった。 

 

４－２：モデルの特定 

 

 Jenkins, Martinez, Palmer, and Podolsky(2003)に基づき、ゴミ処理費用の有料化や資源別
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分別行動の影響が、家計の資源別リサイクル行動への影響について特定するモデルを用いる。

回帰分析のフレームワークとして、順序データを用いた分析を行う。資源別に３つのカテゴリ

ーを定義する。カテゴリー０：リサイクル率が０－２０％、カテゴリー１：リサイクル率が２

１－８０％、カテゴリー２：リサイクル率が８１％以上、と定義する。資源ゴミの種類 i （牛

乳パック、プラスティックトレイ、空き瓶、空き缶、ペットボトル、発泡スチロール、新聞紙、

紙類、布類）に対して、 

 

             iiiii KXPy εδγβα ++++=           （４－２） 

 

を推定する。 

 

４－３：変数の説明 

 

以下で、回帰分析に用いられる変数を定義する。利用する変数を簡単に分類すれば、「 y ：

リサイクル率」「 P ：価格」、「 X ：収集」、「 K ：社会属性」となるので、そのインデッ

クスに従って書き記した。 

 

「 iy ：リサイクル率」 

 資源 i のリサイクル率が０－２０％ ： ( )
iii SEXPi e

y δγβα ++++
==

1
10Pr  

資源 i のリサイクル率が２１－８０％： ( )
iiiiii SEXPSEXPi ee

y δγβαδγβαμ +++++++− +
−

+
==

1
1

1
11Pr  

資源 i のリサイクル率が８１％以上 ： ( )
iii SEXPi e

y δγβαμ ++++−+
==

1
10Pr  

 

 

「 P ：価格」 

 （可燃・不燃ゴミ用）指定袋1リットル当たりの価格 

 

「 X ：収集」 



 16

 収集回数 

  1x ：可燃ゴミ（不燃ゴミ）の各戸方式収集回数 

  2x ：可燃ごみ（不燃ゴミ）のステーション方式収集回数 

 

 資源収集先 

  3x ：自治体ダミー（自治体が資源回収しているならば１、していないなら０） 

  4x ：町内会等ダミー（町内会・子供の会などが資源回収しているならば１、それいがいな

ら０） 

  5x ：スーパー・コンビニダミー（スーパー・コンビニが資源回収しているならば１、それ

いがいなら０） 

 

「 K ：社会属性」 

 1K ：ごみの排出量(㍑/週)（調査週当たりの可燃ごみ（不燃ごみ）の排出量） 

2K ：世帯人数（各世帯の人数） 

3K ：自営業ダミー（自営業者なら１、そうでないなら０） 

4K ：不在者人数（調査週 1 週間に不在だった人数×日数） 

5K ：主人の年齢（家計の主人の年齢） 

6K ：独身ダミー（独身ならば１、そうでないなら０） 

7K ：学歴ダミー(中卒・高卒）（中卒・高卒ならば１、そうでないなら０) 

8K ：学歴ダミー(専門・短大卒）（専門・短大卒ならば１、そうでないなら０） 

9K ：学歴ダミー(4 大・院卒）（４大・院卒ならば 1、そうでないなら 0） 

10K ：収入(階級中間値）（世帯全体の税込み年収（8 段階）、8 段階のみ具体的な数字を使 

用。） 

      1 段階：～２００万円 

      ２段階：２０１～４００万円 

      ３段階：４０１～６００万円 
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      ４段階：６０１～８００万円 

      ５段階：８０１～１０００万円 

      ６段階：１００１～１２００万円 

      ７段階：１２０１～１５００万円 

      ８段階：１５０１万円～（具体的な数字） 

 

11K ：高収入ダミー（世帯年収 1501 万円以上ならば１、そうでないなら０） 

12K ：一軒屋ダミー（一軒屋ならば１、そうでないなら０） 

13K ：ln(広さ(m2)) （世帯の広さの自然対数） 

14K ：庭園ダミー（庭があるならば１、そうでないなら０） 

15K ：自家用車（自動車保有台数） 

16K ：公園ダミー（近くに公園があるならば１、そうでないなら０） 

17K ：マイバックダミー（マイバックを使用しているならば１、そうでないなら０） 

18K ：調査月ダミー（７月のデータならば 1、６月のデータならば 0） 

 

  なお下にある表４－２－１には、順序プロビットモデルの推定に用いられる変数の記述統

計が示されている。 

この中で、看護師の平均賃金よりも准看護師の平均賃金の方が高くなっているが、これは准看

護師の平均年齢が看護師の平均年齢よりも 10 歳以上高いことに起因しているものと考えられ

る。また表 4－2 には、非効率性の要因の分析に用いられる説明変数の記述統計が示されてい

る。 

 

５：実証分析 

 

５－１：推定結果 

 

 ４－２で示した政策変数、社会属性を表す変数を導入して、家計のリサイクル行動の影響に

ついて推定した。それぞれの資源ゴミが、燃やせるゴミならば、可燃ゴミの収集回数・可燃ゴ
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ミの袋の価格を使用し、燃やせないゴミならば、不燃ゴミの収集回数・不燃ゴミ袋の価格を使

用するように区別した。その他の変数は同じである。 

 それぞれの資源ゴミについて、順序プロビットモデルを用いた推定結果は、表４－３－１に

表した。これらの結果は、資源ゴミごとのリサイクル行動について、変数の有意、及び、影響

の方向を表している。推定結果は線形で表されるので、変数の効果について指標の一つになる。

この結果と共に、効果を明確にするために、政策変数について限界効果を計算し、典型的な家

計が３つのカテゴリー（資源 i をリサイクルする割合が０－２０％、２１－８０％、８１％以

上）に落ちる確率を求める。表４－３－２では、有意な結果が得られた政策変数について、求

めた限界効果を表している。この表は、 

  

５－２：結果の考察 

  

５－２－１：政策変数について 

  

「指定袋１リットル当たりの価格」 

 牛乳パックにのみ有意な結果が得られた。有意水準は、５％である。ほかの資源ゴミについ

ては、有意でないどころか、空き瓶、空き缶、発泡スチロールに関しては、負の符号を持った

結果が得られている。このことから、資源ゴミに対して、処理費用を上乗せした指定袋を使用

することが、家計のリサイクル意欲を高めるとはいえないのではないかという結果になった。 

 この結果から、限界効果を求めてみる。表４－３－２において表されている限界効果は、そ

れぞれの資源ゴミに対して、指定袋 1 リットル当たりの価格に関する効果の大きさが違うとい

うことが分かる。牛乳パックに関して、指定袋１リットル当たりの価格が上昇すると、典型的

な家計が、８１％以上リサイクルするという確率が２．６％上昇する。この結果は、指定袋制

が、家計の資源ゴミリサイクル行動に小さな影響しか及ぼさないということが分かる。 

 処理費用がリサイクル行動について影響を与えないという結果は、Kinnaman and 

Fullerton(2000)、Fullerton and Kinnaman(1996)や Reschovsky and Stone(1994)の先行研究

の中でも言われている。これら全ての中で、有料化がリサイクル行動を刺激することはできな

いとしている。一方で、Hong(1999)、Callan and Tomas(1997)や Hong et al(1993)では、違っ

た結果を示している。例えば、Hong(1999)では、韓国において、有料化が有意な正の符号を持

つ結果が得られている。Callan and Tomas(1997)では、有料化を導入することによって、リサ



 19

イクル率が６．５％上昇したという結果が得られている。 

 

「収集回数[各戸]（週）ダミー」 

 次に、収集回数（各戸）ダミーを見てみる。この変数は、各戸収集回数が家計のリサイクル

行動にどのように影響しているかを調べるために用いた。 

この変数に関しては、布類のみ有意水準５％でマイナスの符号で有意な結果が得られた。多

くの自治体で各戸回収が試みられているが、結果として、布類にしか有意な結果がえら得ず、

負の符号を持つ結果になった。 

 

「収集回数[ステーション]（週）ダミー」 

 収集回数[ステーション]ダミーに関しては、有意な結果が得られなかった。これは、東京都、

千葉県の市部の多くが、ステーション回収の回数が可燃ゴミなら２回、不燃ゴミなら１回とそ

れほど大きなばらつきがなかったためであると思われる。 

 

「資源回収：自治体ダミー」 

 次に資源回収先についてのダミー変数について考察する。初めに自治体ダミーに関して、こ

の変数は、自治体が資源回収をしているならば、家計のリサイクル行動にどのような影響があ

るかを調べるための変数である。結果を見てみると、牛乳パック、プラスティックトレイ、空

き瓶、空き缶、ペットボトル、発泡スチロールが有意水準 1％で正の符号で有意な結果が得ら

れている。 

 限界効果は、自治体による資源回収が行われているならば、典型的な家計は、８１％以上リ

サイクルするカテゴリーに入る確率が２０．１％高まる。プラスティックトレイは、２８．１％、

空き瓶は、１４．５％、空き缶なら２１．７％、ペットボトルなら、１１．７％、発泡スチロ

ールなら、１９．５％となる。 

 

「資源回収：町内会・子供の会ダミー」 

 町内会・子供の会ダミーに関しては、牛乳パック、空き瓶、空き缶に有意な結果が得られた。

それぞれの有意水準は、牛乳パック、空き缶が１％、空き瓶が１０％である。 

 限界効果は、自治体による資源回収が行われているならば、典型的な家計は、８１％以上リ

サイクルするカテゴリーに入る確率が２７．１％に高まる。空き瓶は、９％、空き缶なら１６．
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７％となる。 

 

「資源回収：スーパー・コンビニダミー」 

 スーパー・コンビニダミーに関しては、牛乳パック、プラスティックトレイ、発泡スチロー

ルに有意な結果が得られ、それぞれの有意水準は、牛乳パック、プラスティックトレイが１％、

発泡スチロールが１０％であった。 

 限界効果は、自治体による資源回収が行われているならば、典型的な家計は、８１％以上リ

サイクルするカテゴリーに入る確率が３５．４％高まる。プラスティックトレイは、３０．５％、

発泡スチロールなら、１４．５％となる。 

 

 この結果は、牛乳パックとプラスティックボトルはスーパー・コンビニが行い、それ以外の

空き瓶、空き缶、ペットボトル、発泡スチロールに関しては、自治体が回収したほうがリサイ

クル意欲を高めることができることを示している。 

 

５－２－１：社会属性を表す変数について 

 

 社会属性を表す変数の推定結果は、表４－３－１から読み取ることができる。資源ゴミの種

類によって、家計のリサイクル行動を刺激する変数は違うことがわかる。以下では、推定結果

のなかで、有意な結果が得られた変数について示す。 

 調査週あたりのゴミ排出量は、ペットボトルと発泡スチロールのみ有意な負の符号を持つと

いう結果が得られた。有意水準は、ペットボトルが１％、発泡スチロールが１０％である。 

 ゴミの排出量が増えると、ペットボトル・発泡スチロールをリサイクルしようというインセ

ンティブが落ちるということは、ペットボトルはリサイクルするためには、中を洗浄し、ラベ

ルをはがし、キャップをはずしてリサイクルしなくてはならない手間がかかるからではないか

と思われる。 

 次に、世帯人数であるが、ペットボトルのみ有意水準５％で有意な負の結果が得られた。自

営業ダミーは、調査世帯が自営業を営んでいる時のリサイクル行動の影響について調べるため

に用いた変数である。結果として、空き瓶、空き缶、ペットボトルに関して有意な負の結果が

得られた。有意水準は、それぞれ５％、１％、１０％である。不在者人数に関しては、プラス

ティックトレイが有意水準１０％で正の符号で有意な結果が得られた。空き瓶、空き缶に関し
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ては、有意水準 1％で負の符号で有意な結果が得られた。独身ダミーに関しては、ペットボト

ルのみ有意水準１０％で負の符号で有意な結果が得られた。収入に関しては、牛乳パックのみ

有意水準１％で正の符号を持つ有意な結果が得られた。高収入ダミーは、牛乳パック、プラス

ティックトレイに関して有意な負の符号を持つ結果が得られた。一軒家ダミーに関しては、プ

ラスティックトレイのみ有意水準１０％で負の符号を持つ有意な結果が得られた。公園が近く

にあるかどうかを表すダミーは、牛乳パックと新聞紙に関して、有意水準１０％で有意な負の

符号を持つ結果が得られた。 
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６：今後の研究と課題 

 

 本論文では、アンケート調査で得た東京都・千葉県における世帯レベルのデータを用いて、

ごみ指定袋１リットル当たりの価格が、家計のリサイクル行動（資源ゴミ）に及ぼす影響と、

資源回収の主体（自治体、子供会等、スーパー・コンビニ）の家計のリサイクル行動に及ぼす

影響を推計した。その結果、ゴミ指定袋１リットル当たりの価格は、牛乳パックのみ有意な結

果が得られ、家計のリサイクル行動には、わずかな影響しか与えられないということが分かっ

た。 

また、資源回収を自治体が行う場合、空き缶、空き瓶、ペットボトル、発泡スチロールの資

源に対しては、大きな影響を与える結果が分かった。牛乳パックとプラスティックトレイの回

収に関しては、スーパー・コンビニが行う方が家計のリサイクル行動に大きな影響があること

がわかった。 

 今後の課題として、長期のデータで分析し、データを拡張することが求められる。本論文で

は、６月と７月のデータを用いたが、現在、２００６年６月から、２００７年２月までのデー

タが手元にあるので、そのデータを用いた分析が求められる。 
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図２－１－１ わが国におけるゴミの総排出量及び、1 人 1 日当たり排出量の推移 

図１　わが国におけるゴミの排出量及び、1人当たり排出量の推移
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図２－１－２ わが国における種類別ゴミの排出量推移 
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出所 環境省 

図２－１－３ わが国におけるゴミの最終処分量の推移 
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２－１－４ わが国における処理処分場の残余年数の推移 

 

２－１－５ わが国における総資源化量とリサイクル率の推移 
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図４－１－１ 指定袋制の導入状況（東京都・千葉県） 
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図４－１－２ 指定袋制の内訳（東京都・千葉県） 
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図４－２－１ 記述統計量 

 変数名 平均 標準偏差 

政策変数     

1 リットル当たり指定袋価格 1.201 1.256

可燃ごみの収集回数(各戸) 0.488 0.947

可燃ごみの収集回数(ステーション) 1.926 1.237

不燃ごみの収集回数（各戸） 0.567 0.496

不燃ごみの収集回数（ステーション） 1.133 0.339

牛乳パック回収先（自治体） 0.19 0.392

プラスティックトレイ回収先（自治体） 0.282 0.45

空き瓶回収先（自治体） 0.606 0.489

空き缶回収先（自治体） 0.642 0.489

ペットボトル回収先（自治体） 0.556 0.5

発砲スチロール回収先（自治体） 0.143 0.35

新聞紙回収先（自治体） 0.328 0.47

紙類回収先（自治体） 0.5 0.5

布類回収先（治体） 0.173 0.378

牛乳パック回収先（町内会等） 0.0392 0.194

プラスティックトレイ回収先（町内会等） 0.004 0.064

空き瓶回収先（町内会等） 0.034 0.182

空き缶回収先（町内会等） 0.043 0.203

ペットボトル回収先（町内会等） 0.021 0.143

発砲スチロール回収先（町内会等） 0.024 0.049

新聞紙回収先（町内会等） 0.103 0.304

紙類回収先（町内会等） 0.094 0.293

布類回収先（町内会等） 0.029 0.167

牛乳パック回収先（ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ） 0.3136 0.464

プラスティックトレイ回収先（ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ） 0.337 0.473

空き瓶回収先（ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ） 0.029 0.167

空き缶回収先（ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ） 0.044 0.205

ペットボトル回収先（ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ） 0.158 0.365

発砲スチロール回収先（ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ） 0.082 0.274

新聞紙回収先（ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ） 0.006 0.08

紙類回収先（ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ） 0.002 0.049

布類回収先（ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ） 0 0

     

社会属性変数     
世帯人数 2.754 1.325
自営業ダミー 0.116 0.32
不在人数 1.9176 6.989
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主人の年齢 38.624 10.32
独身ダミー 0.232 0.422
学歴ダミー(中卒・高卒） 0.293 0.456
学歴ダミー(専門・短大卒） 0.303 0.46
学歴ダミー(4 大・院卒） 0.394 0.489
収入(階級中間値） 663.538 327.175
高収入ダミー 0.014 0.119
一軒屋ダミー 0.402 0.49
広さ(m2) 77.509 52.69
庭園有無 0.4168 0.493
自動車保有台数 0.812 0.39
マイバックの持参  0.601 0.489

 



図４－３－１ 推定結果 
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独身ダミー 
-0.12 

(0.135) 

-0.19 

(0.151) 

-0.04 

(0.158) 

-0.037 

(0.146) 

-0.227*** 

(0.136) 

0.14 
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学歴ダミー(中卒・高

卒） 
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学歴ダミー(専門・短

大卒） 

-0.404 

(0.491) 

-0.328 

(0.550) 

0.000 

(0.55) 

0.246 

(0.489) 

0.508 

(0.489) 

-0.142 

(0.645) 

0.106 

(0.545) 

0.073 

(0.523) 

0.3 

(0.59) 

学歴ダミー(4 大・院

卒） 

-0.229 

(0.486) 

-0.408 

(0.545) 

0.071 

(0.544) 

0.24 

(0.482) 

0.571 

(0.484) 

-0.345 

(0.636) 

0.129 

(0.54) 

0.054 

(0.518) 

0.261 

(0.584)

収入(階級中間値） 
0.001* 

(0.002) 

-0.000 

(0.001) 

-0.000 

(0.001) 

0.000 

(0.002) 

0.000 

(0.001) 

-0.000 

(0.002) 

-0.000 

(0.002) 

-0.000 

(0.001) 

0.000 

(0.002)

高収入ダミー 
-0.882**

(0.393) 

-0.607***

(0.413) 

0.051 

(0.423) 

-0.177 

(0.393) 

-0.121 

(0.374) 

-0.094 

(0.573) 

0.27 

(0.511) 

0.32 

(0.49) 

-0.28 

(0.508)

一軒屋ダミー 
0.101 

(0.159) 

-0.46***

(0.169) 

-0.25 

(0.187) 

-0.117 

(0.173) 

-0.009 

(0.157) 

0.077 

(0.205) 

0.08 

(0.185) 

0.08 

(0.175) 

0.118 

(0.241)

ln(広さ(m2)) 
-0.102 

(0.102) 

0.009 

(0.113) 

0.131 

(0.125) 

-0.035 

(0.117) 

0.074 

(0.111) 

-0.007 

(0.15) 

0.087 

(0.12) 

0.105 

(0.113) 

0.042 

(0.164)

庭園有無 
-0.165 

(0.15) 

0.17 

(0.162) 

0.253 

(0.179) 

0.234 

(0.167) 

-0.034 

(0.149) 

-0.067 

(0.195) 

-0.054 

(0.172) 

0.108 

(0.166) 

-0.163

(0.227)

自家用車 
0.082 

(0.113) 

0.053 

(0.123) 

0.054 

(0.128) 

-0.09 

(0.123) 

-0.084 

(0.116) 

0.143 

(0.163) 

-0.076 

(0.13) 

-0.017 

(0.12) 

0.174 

(0.165)

公園が近くにある -0.2*** 
0.131 

(0.128) 

0.134 

(0.141) 

0.089 

(0.129) 

-0.095 

(0.116) 

-0.116 

(0.17) 

-0.216***

(0.126) 

-0.156 

(0.122) 

0.09 

(0.186)

マイバックの持参  
0.06 

(0.092) 

0.022 

(0.102) 

-0.037 

(0.106) 

-0.076 

(0.098) 

-0.074 

(0.093) 

0.154 

(0.126) 

0.009 

(0.103) 

0.028 

(0.097) 

-0.185

(0.141)
*1％、**5％、

***10％ 
          

閾値           

cut1 
-1.181 

(0.694) 

-0.493 

(0.738) 

-0.695 

(0.789) 

-0.891 

(0.72) 

-0.984 

(0.708) 

-1.143 

(0.932) 

-1.457 

(0.774) 

-1.144 

(0.735) 

-0.604

(0.901)
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cut2 
-0.741 

(0.694) 

0.078 

(0.738) 

-0.406 

(0.789) 

-0.476 

(0.72) 

-0.435 

(0.707) 

-0.722 

(0.931) 

-0.91 

(0.773) 

-0.592 

(0.734) 

0.193 

(0.901)

 

図４－３－２ 限界効果の推定結果 

  
牛乳パッ

ク 

プラステ

ィックトレ

イ 

空き瓶 空き缶 
ペットボト

ル 

発泡スチ

ロール 
新聞紙 紙類 布類 

政策変数          

1 リットル当たり指定

袋価格 
         

リサイクル率 0-20％ -0.022                 
リサイクル率 

21-80％ 
-0.004         

リサイクル率 81％以

上 
0.026                 

          
資源回収先 

〈自治体） 
         

リサイクル率 0-20％ -0.157 -0.187 -0.11 -0.152 -0.075 -0.16       
リサイクル率 

21-80％ 
-0.043 -0.095 -0.035 -0.065 -0.043 -0.035    

リサイクル率 81％以

上 
0.201 0.281 0.145 0.217 0.117 0.195       

          
資源回収先 

〈町内会等） 
         

リサイクル率 0-20％ -0.196   -0.062 -0.096           
リサイクル率 

21-80％ 
-0.075  -0.027 -0.706      

リサイクル率 81％以

上 
0.271   0.09 0.167           
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資源回収先 

〈ｽｰﾊﾟｰ、ｺﾝﾋﾞﾆ） 
         

リサイクル率 0-20％ -0.281 -0.209       -0.118       
リサイクル率 

21-80％ 
-0.073 -0.097    -0.028    

リサイクル率 81％以

上 
0.354 0.305       0.145       

 

 



 


